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１ 行財政改革推進委員会 出資法人改革検討部会からの提言(平成 30 年 1 月 19 日)

出資法人の「効率化・経営健全化」と市の行政目的に沿った「連携・活用」の両立を図る観点で、

市職員の知識・経験の活用が有益と考えられる場合に、再就職規制などの取組がその活用の妨げになって

いる側面があるのではないか

２ 再就職候補者選考委員会、人材情報の提供のあり方等の見直し 

現状 

・川崎市退職職員の再就職候補者選考委員会は、関係団体の役職員、学識経験者により構成。

定数は５人以内。年１回開催

・再就職候補者選考委員会は、離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者については、その権限

等に関連する企業等からの求人に対して、人材情報を提供しない。

・離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者は、離職前３年間の職務において契約や許認可等、

密接に関連する企業等に離職後２年間は再就職を自粛

見直し案 

・出資法人の「効率化・経営健全化」と市の行政目的に沿った「連携・活用」の両立を図っていくための、

市職員として得た知識・経験、マネジメント力等の能力の活用

・本市退職職員が、知識・経験・能力を十分に発揮し、退職後も引き続き社会で活躍することのできる環境

の整備

・見直しに当たっては、現在の規制による公務の公正性や再就職の透明性の確保に十分に留意

※見直し後も、地方公務員法や条例により規制される「働きかけ」などが生じないよう、職員及び求人法

人に対して、再就職等に関する規制や違反した場合の罰則について引き続き周知徹底を図る。

３ 主要出資法人等における報酬限度額のあり方の見直し 

現状 

・主要出資法人等に再就職した退職職員の報酬限度額は年額５００万円（平成１０年１２月～）

・報酬額は、当該主要出資法人等におけるその者の職位に応じて、この報酬限度額の範囲内で支給

・主要出資法人等に再就職した退職職員の当該主要出資法人等における退職手当は支給しない。

見直し案 

・出資法人の「効率化・経営健全化」と市の行政目的に沿った「連携・活用」の両立を図っていくための、

マネジメントの強化が求められており、その役職や責任に見合った報酬を支給することを可能に

（一律の引上げではなく、主要出資法人等における役職ごとの段階的な限度額の設定）

・限度額の設定に当たっては、出資法人の経営健全化や再就職に対する信頼性の確保に留意し、他都市の状

況、市内民間事業所の水準などを総合的に勘案。また、透明性確保の方策も講ずる。

※報酬限度額の範囲内での具体的な額の決定であっても、再就職に対する信頼性の確保のため、報酬額の

増額を理由とする委託料・補助金の増額は行わないこととし、また、主要出資法人等は、法人の業務執

行体制に影響のないよう留意するものとする。

※「経営改善及び連携・活用に関する方針」に沿った法人の計画の取組状況を本市及び各法人が点検・評

価するとともに、連携して事業の有効性及び効率性の向上や経営健全化に向けた取組等の推進を図る。

※役員の業績評価の結果を報酬に反映させる仕組みの導入は今後の検討課題

４ さらなる見直しについて 

・現在、国において国家公務員の定年延長に関する検討が行われているところ。

・今後、地方公務員の定年延長に関する方向性の決定及び詳細な制度設計がなされた後、その内容を踏まえ

て、再就職等に関する規制のあり方について改めて検討

＜報酬限度額＞

主な役職

代表取締役社長、副

社長、理事長、副理

事長、会長、副会長

その他これらに相

当する職

専務取締役、常務取

締役、専務理事、常

務理事 その他こ

れらに相当する職

取締役、監査役、理

事、監事、その他こ

れらに相当する職

その他の職

報酬限度額 ７００万円 ６００万円 ５００万円

他の政令市

平均額
６８５万円 ６１０万円 ６０５万円 ４６９万円

再任用年収
行（１）６級（課長級） 

６９５万円

行（１）５級

（課長補佐）

５１０万円

＜報酬額の報告＞

・主要出資法人等において、報酬額の改定をした場合、「報酬額改定報告書」により市に報告

再就職等に関する規制の見直しについて（概要）

再就職候補者選考委員会や人材情報の提供のあり方、役職員の報酬のあり方について見直しの提言

＜再就職候補者選考委員会＞

・より客観的・専門的な審議を行うための、委員構成の見直し（関係団体の役職員の比率引下げ、学識経験

者の比率の引上げ）

・より充実した審議を行うための開催回数の増（年１回開催⇒年２回程度開催）

＜人材情報登録申込書＞

・「過去３年の履歴」に限らず「その他の期間での活用したい履歴」も記載できるよう様式を改正

＜求人情報登録申込書＞

・求める人材を的確に把握するため、「必要な知識・経験」欄において、具体的な資格、知識・経験等を記

載するよう、法人側に要請

・公務の公正性確保の確認のため、「本市との関係」欄において、契約・補助金等、項目ごとの金額、件数

等の数値を記載するよう様式を改正

見直し後の選考委員会による客観的・専門的な審議を十分に行い、また、公務の公正性が確保されてい

ることの確認を経ることを条件として、離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者についても、

その権限等に関連する企業等からの求人に対して、人材情報を提供し、再就職することが可能とする制度

に
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再就職等に関する規制の見直しについて 

１ 川崎市行財政改革推進委員会 出資法人改革検討部会からの提言(平成30年 1月19日)

提言のポイント（再就職等に関する規制に関する部分） 

＜検討の趣旨＞ 

・国の指針において効率化・経営健全化と活用の両立が求められるなど、出資法人を取り巻く環

境が変化してきている。

・こうした状況を踏まえ、市がこれまで取り組んできた出資法人の「効率化・経営健全化」と併

せて、市の行政目的に沿った「連携・活用」を図っていくという視点で、市の出資法人への適

切な関わり方について改めて検討するもの

＜課題認識＞ 

・出資法人の効率化・経営健全化と市の行政目的に沿った連携・活用の両立を図る観点で、市職

員の知識・経験の活用が有益と考えられる場合に、再就職規制などの取組がその活用の妨げに

なっている側面があるのではないか。

＜今後の取組の方向性＞ 

（市退職職員の再就職） 

・（現在の再就職等に関する規制は）公務の公正性や再就職の透明性の確保に資する一方で、市職

員の専門知識・能力が出資法人に生かしにくくなる面も有していることから、例えば、選考委

員会において、本市での履歴や出資法人で活用できる知識・経験等を十分に審議すること等を

条件として、出資法人への人材情報の提供を可能とするとともに、その審議に向けて選考委員

会の体制の充実を図るなどの対応を検討していく必要がある。

（役員報酬） 

・出資法人における役職員の報酬については、その役職や責任の度合いに応じたものとすべき。

・本市退職職員が再就職する場合にあっては、その役職や責任の度合いを踏まえながらも、出資

法人の経営の健全化や再就職に関する信頼性の確保に留意し、その額については社会一般の情

勢を踏まえたものとする必要がある。また、出資法人が定めた報酬額については、本市への報

告や公表を行うなど、透明性を確保する方策を検討していく必要がある。

03

資料 2



- 2 - 

２ 再就職候補者選考委員会、人材情報の提供のあり方等の見直し 

現状 

・川崎市退職職員の再就職候補者選考委員会は、関係団体の役職員、学識経験者により構成。 

定数は５人以内。年１回開催 

・再就職候補者選考委員会は、離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者については、

その権限等に関連する企業等からの求人に対して、人材情報を提供しない。

・離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者は、離職前３年間の職務において契約や許

認可等、密接に関連する企業等に離職後２年間は再就職を自粛

見直し案 

市として、出資法人の「効率化・経営健全化」と市の行政目的に沿った「連携・活用」の両立を

図っていく必要があるなか、現在の規制は、市職員として得た知識・経験、また、それらに基づく

マネジメント力等の能力を、最も活用し得る法人で（最も精通した分野で）活かすことができない

という面がある。

また、本市を退職する職員にとって、その知識・経験・能力を十分に発揮して、退職後も引き続

き社会で活躍することのできる環境を整えていく必要がある。

以上の点を踏まえ、次のとおり現在の規制について見直しを行うこととするが、現在の規制によ

る公務の公正性や再就職の透明性の確保は、引き続き重要であることから、見直しに当たっては、

これらの確保に十分に留意するものとする。
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＜再就職候補者選考委員会＞ 

法人からの求人内容や、求人法人において活用しうる本市における履歴や知識・経験等について、

より客観的・専門的な審議を十分に行い、適切な候補者の選考を行っていくため、再就職選考委員

会を次のとおり見直す。

・委員構成 

より客観的・専門的な審議を行うための、関係団体の役職員の比率の引下げ、学識経験者等の比

率の引上げ

（現状）関係団体の役職員３名（川崎信用金庫理事長、川崎市全町内会連合会会長、川崎商工会議所副会頭）

学識経験者２名（弁護士、公認会計士）

↓

（見直し後）関係団体の役職員１名

学識経験者３～４名（弁護士、公認会計士、（仮）中小企業診断士、（仮）社会保険労務士）

・開催回数 

個々の案件について審議時間を確保し、より充実した審議を行うための開催回数の増

（現状）  年１回開催（１月下旬～２月中旬）

           ↓

（見直し後）年２回程度開催（１月中旬～２月中旬）

＜人材情報登録申込書＞ 

再就職候補者選考委員会における、より客観的・専門的な、十分な審議の前提として、同委員会

における審議資料の基となる「人材情報登録申込書」を次のとおり見直す。

・「本市履歴」欄 

求人法人において活用しうる本市における履歴や知識・経験等を、本人の意欲も踏まえながら的

確に把握し、より適切な候補者の選考が行えるよう、過去３年の履歴に限らず、「その他の期間での

活用したい履歴」も記載できるよう様式を改正

 様式の見直し案

本市履歴 

（離職前３年

間の所属及び

業務内容を

記入） 

年度 所属・役職 業務内容 

その他の期間

での活用した

い履歴
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＜求人情報登録申込書＞ 

再就職候補者選考委員会における、より客観的・専門的な、十分な審議の前提として、同委員会

における審議資料の基となる「求人情報登録申込書」を次のとおり見直す。

・「必要な知識・経験」「本市退職離職職員を求人する理由」欄 

法人側が求める人材や求人理由を的確に把握し、より適切な候補者の選考が行えるよう、「必要

な知識・経験」や「本市退職職員を求人する理由」について、求人法人における職務内容や法人を

取り巻く状況等を踏まえた、具体的な記載を法人側に要請

（現状）「必要な知識・経験」欄の記載が、「特になし」「市●●級経験者」などの記載にとど

まり、求められる具体的な資格、知識・経験等が具体的でない場合がある。また、「本

市退職職員を求人する理由」欄の記載が、抽象的な表現にとどまっている場合がある。

↓

（見直し後）求人法人における職務内容や、法人等を取り巻く状況等を踏まえ、求める人材が

的確に把握できるよう、具体的な資格、知識・経験等を記載するよう、求人法人に

要請する。

     例）●●資格保有者

       ●●業務に関する●年程度の実務経験

       △△という状況にあることから、市職員としての●●事業に関する●年程度

の管理監督者としての経験が必要 など

・「本市との関係」欄 

候補者の選考に当たり、当該候補者の権限に関連して、公務の公正性が確保されているかを確認

できるよう、本市における契約、補助金、許認可等の担当部署や、項目ごとの過去５年間の金額、

件数等の数値を記載するよう様式を改正。また、市に対する財政的な依存度が分かる資料の提出を

要請する表現を追加

様式の見直し案 

本市との関係 

※契約・補助金・許認可・検査・

処分等、関係する業務の詳細と

本市における担当部署を記入く

ださい。 

※表には、直近 5年分の金額・

件数等を記入ください。 

※契約、補助金等、本市から支

出を受けている場合、法人全体

の収入額と市からの支出額・割

合が分かる資料を添付してくだ

さい。 

年度 年度 年度 年度 年度 

契約（千円） 

補助金（千円） 

許認可（件） 

検査（件） 

（ ） 
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以上の見直しを踏まえ、離職時に課長級以上の職員で、一定の権限を有する者についても、

選考委員会による客観的・専門的な審議を十分に行い、また、公務の公正性が確保されている

ことの確認を経ることを条件として、その権限等に関連する企業等からの求人に対して、人材

情報を提供し、再就職することが可能とする制度に見直す。 

その他 

・今回の見直しに伴い、再就職を見据え、公務の公正性が損なわれる行為が行われるのではないか

という懸念や、地方公務員法や川崎市職員の退職管理に関する条例に規定する、「再就職者によ

る依頼等（働きかけ）」の規制に違反する事例が生じるのではないかとの懸念を防ぐため、職員及

び求人法人に対して、再就職等に関する規制や違反した場合の罰則について、引き続き周知徹底

を図っていく。
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３ 主要出資法人等における報酬限度額のあり方の見直し 

現状 

・主要出資法人等に再就職した退職職員の報酬限度額は年額５００万円（平成１０年１２月～）

・報酬額は、当該主要出資法人等におけるその者の職位に応じて、この報酬限度額の範囲内で支給

・主要出資法人等に再就職した退職職員の当該主要出資法人等における退職手当は支給しない。

見直し案 

市として、出資法人の「効率化・経営健全化」と市の行政目的に沿った「連携・活用」を図って

いく必要があるなか、そのマネジメントの強化が求められている。

その観点から、ふさわしい人材の登用を進めていく必要があるが、再就職した退職職員について

も、その役職や責任に見合った報酬を支給することが可能となるよう、報酬限度額を見直す。

なお、見直しに当たっては、出資法人の経営健全化や再就職に対する信頼性の確保は引き続き重

要であることから、見直しに当たっては、これらの確保に十分に留意するとともに、透明性を確保

する方策も講ずるものとする。

また、これまでと同様、主要出資法人等に再就職した退職職員について、当該主要出資法人等に

おける退職手当は支給しない。

＜報酬限度額＞ 

・役職や責任に見合った報酬を支給することができるよう、役員の報酬限度額を引上げ

・役職や責任に見合った報酬という考え方から、一律の引上げとするのではなく、主要出資法人等

における役職ごとの段階的な限度額を設定

・限度額の設定に当たっては、出資法人の経営健全化や再就職に対する信頼性の確保に留意し、他

都市の状況、市内民間事業所の水準などを総合的に勘案

見直し案

主な役職

代表取締役社長、

副社長、理事長、

副理事長、会長、

副会長 その他こ

れらに相当する職

専務取締役、常務

取締役、専務理事、

常務理事 その他

これらに相当する

職

取締役、監査役、

理事、監事 その

他これらに相当す

る職

その他の職

報酬限度額 ７００万円 ６００万円 ５００万円

（参考）※１

他の政令市平均額
６８５万円 ６１０万円 ６０５万円 ４６９万円

（参考）※２

再任用年収

行（１）６級（課長級）

６９５万円

行（１）５級

（課長補佐）

５１０万円

※１ 法人における役職に応じた限度額設定をしている政令市（７都市）のそれぞれの区分ごとの

最高額の平均値

※２ 管理職手当は、局長級は３種、部長級は６種、課長級は９種として試算
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（参考）他の政令市の状況

＜限度額設定の類型＞

・法人での役職に応じた限度額を設定・・・５都市

・法人での役職 及び 退職時の市での職位等に応じた限度額を設定・・・２都市

・退職時の市での職位に応じた限度額を設定・・・１都市

・一律の限度額を設定・・・１都市

・限度額の設定なし・・・１０都市

＜限度額の根拠＞

・退職時や再任用時の年収を参考・・・１都市

・再任用職員の年収との均衡・・・２都市

・市職員の給与改定及び社会経済情勢等を勘案の上、改定・・・２都市

・役員の職務・職責等を評価の上、改定・・・１都市

（参考）民間給与の実態

平成２９年職種別民間給与実態調査に基づく試算

規模１００人未満の事業所における年収 １００７万円～４６１万円

職種 年収 

事務部長 ９０５万円

技術部長 １００７万円

事務課長 ７５２万円

技術課長 ８８６万円

事務課長代理 ５８８万円

技術係長 ５４５万円

事務主任 ４９８万円

技術主任 ５６５万円

事務係員 ５３２万円

技術係員 ４６１万円

※年収は、「４月分平均給与額（きまって支給する給与）」に１６．３９月分（１２月分

＋４．３９月分〔特別給〕）を乗じて試算

（参考）再任用職員の年収

再任用職員 年収試算（平成２９年給与改定後・行政職給料表（１））

年収

局長級 ８８４万円

部長級 ７８２万円

課長級 ６９５万円

課長補佐 ５１０万円

係長級 ４２９万円

主任 ３８５万円

職員（２級） ３４７万円

職員（１級） ２８３万円

※管理職手当は、局長級は３種、部長級は６種、課長級は９種として試算

※期末・勤勉手当は、２．３月分で試算

09



- 8 - 

＜報酬額の報告＞ 

各主要出資法人等において、報酬限度額の範囲内で、具体的な額を決定・支給することとなるが、

その透明性を確保するため、次の手続きを定める。

・主要出資法人等において（市退職職員が対象となり得る）報酬額の改定をした場合、速やか

に「報酬額改定報告書」により、「対象となる役職の名称」「金額」「改定の考え方（算定根

拠等）」などを市に報告 

・この過程等を通じて報酬限度額を超えた額を支給していることを把握した場合、市は当該主

要出資法人等に対して改善を要請 

様式案 

＜求人情報登録申込書＞ 

再就職候補者選考委員会における審議資料の基となる「求人情報登録申込書」について、「給与・

報酬」欄を設けているが、ボーナスを含めた年収額が一目で把握できるよう「諸手当を含めた年収」

欄を追加

様式の見直し案

給与・報酬 

基本給    月額           円 （交通費の支給 有・無 ）

手当関係  月額           円 （ボーナスの支給 有・無 ） 

諸手当を含めた年収（交通費除く） 

                      円 
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その他 

・報酬限度額の範囲内での具体的な額の決定であっても、再就職に対する信頼性の確保のため、報

酬額の増額を理由とする委託料や補助金の増額は行わないこととし、また、主要出資法人等は、

法人の業務執行体制に影響等のないよう留意するものとする。

・毎年度、「経営改善及び連携・活用に関する方針」に沿った法人の計画の取組状況を本市及び各法

人が点検・評価するとともに、改善等に向けた今後の取組の方向性等を示し、本市と法人が連携

して、事業の有効性及び効率性の向上や経営健全化に向けた取組等の推進を図っていく。

・一部の都市においては、役員の業績評価の結果を報酬に反映させる仕組みを導入している。しか

し、①本市において平成３０年度から法人ごとに策定する「経営改善及び連携・活用に関する方

針」に基づく点検・評価は、個々の役員の業績を評価することを目的とするものではないこと、

②役員の業績評価については、評価者や評価項目の設定等、評価の公平性・客観性の担保に大き

な課題があること、③「出資法人の経営改善及び連携・活用に関する指針」においては、各出資

法人で「業績や目標達成度、経営責任の度合いを反映した役員報酬体系の導入」を推進するもの

としていること、などの状況を踏まえ、業績評価の結果の報酬への反映については、今後の検討

課題とする。

４ さらなる見直しについて 

・現在、国において国家公務員の定年延長に関する検討が行われ、①定年の６５歳への引き上げ方

針、②６０歳以上の給与水準の一定程度の引下げ、③原則６０歳以降は管理職から外す「役職定

年制」の導入の方向性が決定している。

・今後、地方公務員に関する定年延長に関する方向性の決定及び詳細な制度設計がなされた後、そ

の内容を踏まえて、再就職等に関する規制のあり方について改めて検討する必要がある。

（検討の視点）

定年延長後の出資法人への人的関与、任期の制限のあり方

定年延長後の出資法人における報酬のあり方 など
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